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何をするかという政策の中身だけでな
く、それをどう決定し、実行していく
かという政策プロセスの議論も重要 

 1. シルバー民主主義をいかに修正するか 

 

 2. ポピュリズム的政治をいかに修正する
か 

 

 3. エビデンスに基づいた政策決定をいか
に定着させるか 



シルバー民主主義の弊害をどう防ぐか 

  日本は世界一の人口オーナス国家なのだか
ら世界に先駆けてシルバー民主主義への対抗
策を試みるべきである 

 

 １．ウェイト付き年齢別選挙区 

 ２．全国民投票制（ドメイン投票） 

 ３．オンブズマン制度の導入 

 ４．世代会計の義務化 

 ５．ルールで縛る 

 



  劣化する経済政策論議 

① 専門家が明確に反対している政策が取り上げられる
ようになってきた‥軽減税率、内部留保課税など 

② 奇策が提案されるようになった‥プレミアム付き商
品券、ブラックフライデーなど 

③ 政府、日銀から「詰め」の甘い文書が発出されるよ
うになった‥日銀「5分で読めるマイナス金利」、政府の
伊勢志摩サミット資料 

④ 民意迎合的な議論が幅を利かせるようになった‥各
党の消費税延期賛同、社会保障の充実公約 
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ホテリング現象：
政権交代を目指す
２大政党の政策は
次第に近似してく
る（右図） 

逆ホテリング現
象：政権交代を諦
めた野党は「何で
も反対」になる 

 



独立財政委員会の提案 

期待される機能 

① マクロ経済・財政予測の提供‥政府の見
通しは楽観的になりがちである点を是正
（例：イギリスの予算責任庁） 

② 財政政策にかかる分析の提供‥特定の政
策が財政に及ぼす影響を分析（例：オランダ
の経済政策分析局） 

③ 財政政策に関する提言 

茨木秀行｢世界経済危機下の経済政策」(東洋経済新報社)より 



ＩＭＦの独立財政機関の提言 

IMF Working Paper“The Case for an Independent Fiscal Institution in 

Japan”（Aug.2016） 



政策決定プロセスに参加する 
各主体への期待 

① 国民：近視眼的な民意を変えられるか（公
共心の育成、経済学教育） 

② 政治家：民意への迎合ではなく民意の説得
ができるか 

③ 政府：エビデンスに基づく政策論議を定着
させられるか（EBP、行動経済学の応用） 

④ シンクタンク、エコノミストは有効な政策
提言ができるか 

茨木秀行｢世界経済危機下の経済政策」(東洋経済新報社)より 



三菱リサーチ＆コンサルティング「エビデンスで変わる政策形成」政策研究
レポート２０１６年２月）より 




